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） 代表的な経験的研究として，樫村（2005, 2006, 2008, 2009, 2010），村山・松村編（2006），
岡山リーガル・ネットワーク研究会編（2006），佐藤・菅原・山本編（2006），Sugino &
Murayama（2006）, 民事訴訟制度研究会編（2007, 2012），Murayama（2007, 2009），佐藤








































） 訳書としてカペレッティ＆ガース（1981 = 1978），カペレッティ編（1982, 85 = 1978/79）が
ある。カペレッティとフローレンス・プロジェクトについては，Economides（2014）参照
（2014 年 12 月 11 日にフィレンツェで開催された European University Institute とフローレン


































まで射程を広げる有力な考え方がある。英語圏で problem solving approach，
holistic approach（holism），client-centered approach などと呼ばれる潮流（以
下，問題解決型アプローチと呼ぶ）である（Menkel-Meadow 2003; Mnookin et al.











































） 司法ソーシャルワークについては，太田・長谷川・吉岡（2012），濱野（2016a, b，2017a, b,
c, d），日弁連法務研究財団編（2017）などを参照。
10） 全体論については Parker & Evans（2014: 44-45）参照。
11） 問題解決アプローチの価値，リスク，困難については，英語圏で研究が蓄積している。筆者
が参照して有益だった例としてフィッシャー他（1998 = 1991），Menkel ‒Meadow（2003），























































































































































16） 兼子・竹下（2002: 415 ë）は，「裁判所の扉は貧者に対しては閉ざされている（Curia
pauperibus clausa est）。」という西洋でよく知られているラテン語文を引用し，この「言葉で
示されている問題は，おそらく裁判制度とともに古い，古典的問題の一つであろう」とする。
17） 貧困者の司法へのアクセスの問題は 19 世紀後半以降，慈善の問題として位置づけられてい
たことについて，Johnson（1999: 16--7），Hynes（2012: 5-18）参照。
士のプロボノ活動に依存した慈善的事業という性格が濃厚だった（兼子・竹下
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している。太田（2001），Sandefur（2012: 239-41），吉岡（2013: 166, 175-176）参照。Sande-
fur（2012）はアメリカの中産階層が，法律問題に直面しても弁護士を利用しない傾向があるこ
との規定要因について，データに基づき，二つの要因（法律問題＝法使用により対処できる問





































































比率）は，1989 年は 14％，1999 年は 21％であり，ともに割弱で大きな変化
















39%，大阪・愛知 65%，高裁所在地 73%，高裁不所在地 73%であり（日弁連編
2011: 102），1999 年では（民事ケース中の比率），東京 41%，大阪・愛知 50％，
高裁所在地 56％，高裁不所在地 61%だった（日弁連編 2002: 71）。東京以外の
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44） 1990 年調査と 2000 年調査では，初めての顧客の比率は民事ケースに限られ，かつ新件と旧
件の合計をベースにデータが採られているのに対し，2010 年調査では，刑事・行政を含めた全
ケースの新件のみをベースにデータが採られているので単純に比較することはできないが，









［図］ 初めての顧客の経路（2009 年） 全新件ベース（n = 33, 786 ケース)
出所：日弁連編（2011: 295）に基づき作成。

















立教法学 第 98 号（2018)
126（195）
［表］ 初めての顧客の経路：普遍主義的経路の比率 1989 年，1999 年，2009 年の比較





















［表］ 初めての顧客の経路 2009 年［年未満］，1999 年と 1989 年［20 歳代〜30 歳代］の状況
註：「広告によるもの」は 1999 年で新設。













助 9.5 件，その他を含む合計 22.0件となっている（日弁連編 2011: 272-73）。こ
の分布状況は［図］のとおりである。
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47） 弁護士の中で，民事法律扶助案件を扱う意思を持つ弁護士は法テラスと民事法律扶助契約を
結ぶ。総合法律支援法 29条	項号，日本司法支援センター編著 2017: 44）。
48） 2009 年度の受任予定契約率は 46.5％であった（日本司法支援センター編著 2013: 62）。日弁
連の弁護士業務の経済基盤に関する 2010 年調査（2009 年度の実態）のデータでは，契約率は
回答弁護士の 50.3％であり（日弁連編 2011: 272-73），ほぼ一致している。
49） 実際に民事法律扶助ケースを扱っている弁護士の比率は，地域別では，東京は 76%と少し
低いが，大阪・愛知県 90％，高裁所在地，高裁不所在地とも 93％である。
50） 民事扶助事件を担当しなかった者は 869名，この問いに無回答は 26名である（日弁連編
2011: 272）。














までがほぼ同水準で高い（60％）。20 年〜30 年未満は 50％，30 年〜40 年未満
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51） 刑事国選契約率は，年未満が圧倒的に高率（約 90％）であり，年〜10 年になると 65％

















































































































































































































































Genn & Paterson 2001: 86-89, 246; Pleasence et al. 2004: 1-3, 49-56，105-118; 濱野
























































ワーク全体のサービス提供可能性が高まる」ことがポイントである（同 99, 197-201, 207）。法
テラスのスタッフ弁護士は，ケース単位の採算に縛られないので，このような支援ネットワー
クと連携し，ネットワーク全体の機能を高めるという，一般の弁護士には困難な役割を積極的



















いが（但し，濱野 2001b: 66-69, 2004b, 2006: 31-37, 2008: 166-173），非常に重要な
問題である。
一般の人々にとって，直面する問題・紛争の解決に最も適した支援者，サー












































した法社会学者の Moorhead & Sherr（2002）は，弁護士や市民相談所
（Citizens Advice Bureau）の相談員の対応が適切でない場合が相当あり，自ら
の専門外の問題については，迅速に，適切な専門家を指示しなくてはならない
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67） わが国の現場における referral の実態については，エスノグラフィーによる調査研究を行っ
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い（田巻 2010: 216, 219-220; 小佐井 2010: 200-203）。経験的データによれば，弁
護士による法律相談（弁護士会法律相談や自治体の法律相談）と，自治体の一般
相談（弁護士によらない一般職員によるもの）とを問わず，利用者の満足度は低








れる場合がある（菅原・岡田編 2004: 51-88; 中村・和田 2006: 13-17, 71-88; 名古屋
ロイヤリング研究会編 2009: 38-54，特に 41-42, 47-48）。また，法的に重要な情報
の収集と，紛争の真の争点の探索や本人のニーズの探知との両立は容易ではな








































































依頼者と協議する（中村・和田 109-120; 名古屋ロイヤリング研究会編 2009:




（名古屋ロイヤリング研究会編 2009: 168-220; 日弁連法科大学院センター・ローヤリ
ング研究会編 2016）。主に，交渉における弁護士倫理及び弁護士活動の手法と















negotiation）を提唱した画期的な論文（Menkel ‒Meadow 1984, 特に 724-829）を参照。
78） 弁護士と依頼者のコミュニケーションに関する数少ない経験的データに基づく研究として木
下（2002）参照。
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